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１．研究の目的と対象及び方法並びに本論文の構成 

わが国の集合住宅においては、分譲・賃貸を問わず、新築、かつ、供給者主導の供給プ

ロセスが中心である。しかし、本格的なストック時代を迎え、新築だけでなく、既存建築

ストックを活かした取り組みや、供給プロセスに居住者が参加する仕組みを整備していく

ことが必要なのではないだろうか。本研究は、このような問題意識のもとに、居住者参加

型集合住宅供給プロジェクトの実現プロセスについて、異なる類型に属する複数の実施例

について比較研究を行うことにより、その現状と課題、事業を推進する組織と職能の業務

内容や役割などを明らかにし、これらを体系的に整理するとともに、今後の居住者参加型

集合住宅供給の展開方策について検討することにより、ストック時代における居住者参加

型集合住宅供給の進展と、集合住宅研究の発展に寄与することを目的としている。 

研究方法としては、居住者参加型集合住宅供給として、①コーポラティブ方式による集

合住宅供給、②マンション建替えによる集合住宅供給、③建物のコンバージョンによる集

合住宅供給の３つの類型を研究対象として設定し、これらの３つの類型について、筆者が

コーディネイターもしくはコンサルタントとして直接関わる機会を得た実施プロジェクト

を事例として取り上げ、各事例の計画諸元、プロジェクトの経緯、目的、事業手法、事業

主体、プロジェクトの参加者、事業計画、資金調達方法等を整理した上で、各事例の実現

プロセスとその阻害要因、阻害要因の解決策等について比較検討を行った。具体的には、

①の事例として、鶴見プロジェクト、目白プロジェクト、小石川の杜プロジェクト、深沢



ハウスプロジェクト、②の事例として、麻布パインクレスト、同潤会江戸川アパートメン

ト、諏訪町住宅、ジードルンク府中、③の事例として、求道学舎の、合計 9 事例を取り上

げた。 

本論文は、序章、第Ⅰ部、第Ⅱ部、第Ⅲ部、結語の５部により構成される。序章では、

研究の目的と位置づけ、研究対象と研究方法、および、本論文の構成と概要を明らかにし

た。第Ⅰ部は第１章～第３章からなり、コーポラティブ方式による居住者参加型集合住宅

供給の実現プロセスに関する研究成果をまとめた。第Ⅱ部は第４章～第６章からなり、マ

ンション建替えによる居住者参加型集合住宅供給の実現プロセスに関する研究成果を記し

た。第Ⅲ部は第７章～第９章からなり、建物のコンバージョンによる居住者参加型集合住

宅供給の実現プロセスに関する研究成果をまとめた。結語では、以上の研究の総括として、

居住者参加型集合住宅供給の各類型による実現プロセスの比較検討を行い、残された課題

の整理と今後の展開について考察した。以下に、各部ごとの要旨を記す。 

 

２．第Ⅰ部の要旨 

日米のコーポラティブハウスの態様を比較すると、わが国では、建設期間中の建物への

居住者意向の反映や自由設計などに主たる関心があるのに対し、米国では、建物完成後の

管理運営、コーポラティブ組織の経営や教育活動、様々なサービス活動等を通して、居住

者の生活の質や経済的なメリットを高め、併せて地域や社会的な課題の解決を図ろうとし

ている点に特色があることが分かった。また、国等の支援制度のあり方、民間組織の関与

の仕方などにも大きな差があり、結果的に、これまでの供給累積数や、住宅の形態や規模

などに大きな差が生じていることが判明した。こうした相違点の多くは、歴史的な経緯の

ほか、法制度の違いによる所有形態や融資制度の相違に基づくものと考えられる。 

次に、前出の４つの実施事例について、その概要を整理するとともに、標準的な事業プ

ロセスを抽出し、これとの比較の中で事業実現上のプロセスや組織・職能の業務内容・役

割などを比較検討した。その結果、プロジェクトの着工準備段階及び工事段階において、

コーディネイター及び設計者のプロジェクトマネジメント能力が特に重要なことが判明し

た。さらに、各事例のプロジェクト実現上の阻害要因を抽出し、その内容を整理した。そ

の結果、自由設計に起因する設計及び施工上の問題が大きいこと、多品種少量生産の設計・

生産システムの開発や入居者教育の必要性が高いことなどが明らかとなった。 

さらに、第Ⅰ部のまとめとして、①市場流通性の向上、②事業リスクの軽減、③社会的

価値の向上の３つのテーマと 12 の課題を掲げ、それらを踏まえた今後の展開策として、

①総合支援組織の設立、②新たな事業スキームの創出、③多品種少量生産に対応する建築

生産システムの構築、④マンション建替え、団地再生、地域再生等の手段としての政策的

位置づけを提言した。 

 



３．第Ⅱ部の要旨 

まず、集合住宅におけるマンションの位置づけと歴史を整理した上で、マンション建替

えの必要性と最近の動向を明らかにするとともに、マンション建替えの類型を整理し、さ

らに、マンション建替えに関する既往研究を整理した。 

次に、マンション建替えの事業類型を整理したうえで、前出の４つの実施事例について、

その概要を整理するとともに、事業実現上のプロセスや組織・職能の業務内容・役割など

を比較検討した。その結果、4 つの事例は、一見異なる事業プロセスを踏んでいるように

見えるが、その違いの大半は、建替えに失敗した段階での取り組みにあり、建替えを実現

した取り組みに限れば、4 つの事例にほぼ共通する標準的プロセスが存在することがわか

った。 

さらに、これまでの成果を踏まえ、マンション建替えによる居住者参加型集合住宅供給

の課題とその対応策について、①法的課題、②経済性・財産評価に関する課題、③合意形

成に関する課題、④計画手法・制度上の課題の４つに大別して検討を行った。さらに第Ⅱ

部のまとめとして、マンション建替えによる居住者参加型集合住宅供給の今後の展開につ

いて考察を行い、Ⅰ住宅ストック再生に向けての中長期計画の策定、Ⅱ地域住宅ストック

再生計画と団地再生マスタープランの策定、Ⅲ居住者ニーズに基づいた多様な建替え手法

の創出の 3 つの提言を行った。 

 

４．第Ⅲ部の要旨 

まず、建物のコンバージョンの概念とその背景を明らかにするとともに、建物のコンバ

ージョンの類型と実現手順について整理し、標準的な事業プロセスを提示するとともに、

その事業上の特徴が、事業の多様性と複雑性にあることを示した。さらに、建物のコンバ

ージョンに関する既往研究を整理した。 

次に、前出の求道学舎を事例として取り上げ、その概要を整理するとともに、事業実現

上のプロセスや組織・職能の業務内容・役割などを整理した。その結果、求道学舎の事例

も、コンバージョン事業の標準的事業プロセスに大枠としては当てはまることが分かった。 

さらに、これまでの研究成果を踏まえて、より幅広い視点から、建物のコンバージョン

による集合住宅供給に係わる課題を整理し、建物コンバージョンによる居住者参加型集合

住宅供給の課題と今後の展開について考察を行った。課題としては、Ⅰ産業構造・価値観

に関する課題、Ⅱ法制度・社会制度に関する課題、Ⅲ建築のハード技術に関する課題、Ⅳ

市場流通性に関する課題、Ⅴ管理運営・所有形態等に関する課題、Ⅵ普及促進に関する課

題の６つに分けて論じ、今後の展開としては、ストック再生に係る社会的・制度的枠組み

の構築他、5 つの提言を行った。 

 

 



５．結語の要旨 

結語においては、居住者参加型集合住宅供給の３つの類型について、改めて比較検討を

行い、事業実現上のプロセスや担い手（組織・職能）の業務内容・役割などについて、共

通点と相違点を抽出・整理した。その結果、①基礎調査段階や⑤管理運営段階では、比較

的共通する業務項目が多いのに対し、②企画段階、③設計段階、④施工段階では、各類型

による差異が大きいことがわかった。また、業務の担い手としては、事業主体となる居住

者もしくは区分所有者の団体を新たに組成しその意思決定を促す、事業コーディネイター

もしくはコンサルタントと呼ばれる専門職種の重要性が明らかとなった。なぜならば、通

常の建築プロジェクトと異なり、居住者参加型集合住宅供給では、発注者となる事業主体

が元々存在せず、事業主体の組成自体がプロジェクト実現上の必須条件になるためである。

その組織組成の手法は、コーポラティブ方式に代表される居住者募集型と、マンション建

替えに代表される合意形成型に分けることができ、一般に合意形成型のほうが、既存の権

利関係や法手続き上の制約が大きく、より専門性を必要としていることが明らかとなった。 

次に、ストック時代における居住者参加型集合住宅供給の意義として、①供給プロセス

における情報の透明性と選択性、②普遍性と多様性が共存する住まいづくり、③コミュニ

ティ形成を通しての管理運営、④既存ストックの再生・活用とコミュニティの維持・承継、

⑤高齢者問題・老朽化ストック更新などの社会的課題への対応の５つを位置づけた。 

最後に、居住者参加型集合住宅供給の今後の展開として、①生活者主体の社会づくりの

一環としての居住者参加型集合住宅供給の推進、②社会的企業としての居住者参加型集合

住宅供給の推進、③住宅政策としての居住者参加型集合住宅供給の推進、④居住者参加型

集合住宅供給を総合的に支援する民間組織の設立、⑤居住者ニーズに基づいた新たな事業

スキームの構築、⑥ストック時代における居住者参加型集合住宅供給を担う人材の育成と

教育制度の整備、⑦ストック時代にふさわしい産業構造への転換、⑧ストック時代にふさ

わしい社会的・制度的枠組みの構築の８つの提言を行った。 


